
特集/環境管理

公害の規制と制御に関するモデル

三根

公害問題の重大性については，いまさらうんぬ

んする必要もないが，一般的に企業は資源を利用

して財を生産し正の効用を産み出しているが，同

時に公害として負の効用を発生し，環境破壊を行

なっている.われわれにとって重要な財産である

自然環境の破壊は生活文化の破壊につながり，環

境問題はさしせまった最大の問題となっている.

公害を除去するために，資源の投入が必要であ

るが，ここでは効用を最大にするような資源配分

問題として，公害の規制と制御に関するマグロモ

デルを考察することにする.

1. 私企業内での環境規制

まず，環境破壊を行なう企業が生成する公害を，

白からの手で減少させる行動をとるときのモデ、ル

について考察しよう.モデルを設定するために，

次のように記号を定める.

i ) 記号の定義

W: 社会的厚生関数

的:個人 i の効用関数， i=l , 2 ， ・"， 5

10 

Xij: 個人 i の消費する財j， j=l , 2 ， ・ ..， n

Et : t 種の環境水準， t=l , 2 ， ・ー ， m

Bt}: 産業 j の排出する t 種の公害

Dtj: 産業j の生成する t 種の公害

Aげ:産業 j が抑制する t 種の公害

Fi: 産業j の生産関数

久

v1fp: 産業j が財j を生産するために投入す

る p 種の資源， p=l , 2, …, l 

VtJap 産業j が t 種の公害を抑制するために

投入する p 種の資源

Vp ρ 種の資源の使用可能量

ii) 仮定

a. 社会的な良さは個人の良さに依存するか

ら，社会的厚生関数は個人効用関数の関数

とみなされる.すなわち

W=W(Ut. U2 ,…, Us) 

であって Wは各 Ui について単調増加で

あるとする.これより

� _ ð2協7

面~> 0 ，高jE<0.

b. 個人の効用関数は消費する財の量と環境

水準の単調増加関数である.環境について

は排他性は存在しない.すなわち

Ui=Ui(Xil , . 一 ， Xin ， E !, • ", Em) 

。Ui. _ �2Ui ._ �i _ �2Ui 
面ち>0，厄?<O，記>0，宿三く O.

C. 一産業にはー企業が存在し，生産関数は

τveZZ-behaved である.中間生産は存在せ

ず，直接資源から生産される.これより

I: Xij =Fi (vj 
j !,… , vjfl) 
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目標関数のもとで，�2F} 
丙}fp2< O. 

δF} 

布石>0，
W =  W (u t, .••• ", us) 

を最大にせよ J環境水準 E， は所与の環境水準 E， に対しd. 

この問題をラグランジェの未定乗数法で取り扱各企業の排出する公害の量 I:. Bt} により決

ラグランジヱ乗数向(i= 1 ， ・・"， s) , i゚ うために，定される.すなわち

(i=I , …… , n) , r， (t=l ， …・・ ， m) ， およびむ(p=π 

E,= E,-I:. BtJ 
}=1 ラグランジェアンとして

L=W+ I:. 的 (u;-U;) 十 Z ん (P-L. XiJ 

1 ，・・・・・・ ， l) を導すると，

である . E， は凹計画法を用いるために便宜

m 

+Z1rt(瓦-Z1(Dり-NJ)-E，)

的に導入された.

企業の排出する公害は生成した公害と抑e. 

+413p(vp-A(21utMdfp)) 

制した公害の差である.公害の生成は企業

の活動水準により決定される.公害の抑制

には投入が必要である.すなわち，

これより，最適化の必要条件として

)
 

-(
 

âUi ハ
α円~=/j;

aX"J ・ d

祗 禪 _ 禪 
ðí長=長 αi= U ， θUi α4 

ハ
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がえられ，
B'J =DtJ (FJ) -AtJ ( げら1，… ， vt九tl

nu 
くが

口
♂
「
ゆ

。At}

瓦可L>O，
(j2Dt} 
1百万<0何'J2

。Dt}

万戸>0，
(2) 

(3) 
• 禧; 
EP巧=rt

祗 .!. 禧i 
d孟J=EpaEj-72=o，

資源は稀少であって，

51ujfp+EE1tytj戸Vp

f. 

。L ^ 礑J ~ 礇tj 礑j 
グ丙=ßJô￥一長-51りpj (jーん-op=O，

最適化問題2. 

âP 叫 âDtj � 
。Jδ七Jfト=FIrc BF 扇子jfdp

以上の仮定のもとで，社会的厚生関数Wを最大
(4) 

。L iJNJ �tj 
ãvt忌=r， a;/iー-01' =0， r'r7vべ;=Òp (5) 

問題は次にするような資源配分問題を考えよう.

のように定式化される.

がえられる.
「制約条件

この必要条件の意味を考えてみよう.そこで，
E l, "', Em) U,=Ui(Xi

l, "', x i
n, 

。W/r7Ui は個人の社会的限界南要度であ)
 

-
1
 

(
 

I:. xiJ=P(りJf 1， … ， vJ ftl 

川町は個人の総効用の shadow price であ

って所得の限界効用の逆数である.分配の公
Et=lf;-I:. BtJ 

正が実現されていることを示している.

は個人の消費の限界効用であ。Ui/ÙXiJ)
 

1
 

・

1(
 

B'J=Dtj(FJ) -AtJ( vtiα1 ，・ 1 げら t)

って ， Ui ÙUi/ÙXiJ=んは個人のll~ に対するn m n 
Z tyjfp+Z 21ptjαp=Vp 

主体的選択を示している.んは財j のshadow
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'" '1, '1 "av， ー、" I! àE, 

11:，省的

,W 
3τ='， (1) 式

公害規制のモデル函

price であり，個人の主体的均衡によれば完

全競争市場で価格卯と一致する.

(iii) I:向。u，/aEt は個人の環境に対する効

用を価値タームで測った値をすべての構成員

について加重したものであり ， rt は環境の

shadow price である.

(iv) ßJaF'/av'，p は企業j の資源p に関する

価値限界生産力を示す. I:rt aDt'jaFJ • aF'j 

av'，p は企業j の資源p の社会的限界費用を

示す. op は資源 p の shadow price であっ

て，完全競争市場では市場価格に等しい.式

(4)は，価値限界生産力が社会的限界費用+私

的限界費用と均衡することを示していて，こ

れにより資源pの投入量と企業活動水準が決

定される.環境問題を考慮しない完全競争市

場では ßt aFJ /avJ，p=むであって，環境を

12 

考慮する場合には投入は vJ，p からずJ，p と

減少させ，活動水準を低下させるべきである.

(v) 式 (5) は企業の最適公害抑制を示してい

る . rt aAtJ /avt'ap は環境の改善を価値タ{

ムで測った限界効果を表わし，それが資源の

価格ちと均等すべきことを示している.

以上の結論として企業は限界費用(抑制前は価

格に等しい)に社会的限界費用を上乗せすること

により公害抑制費を入手するのが最適ということ

になる.ただし δw/aUt， 向が与えられたとし

てつまりバレートオプティマムの意味である.こ

のモデルを上図のダイヤグラムにまとめた.

3. 公害の社会的費用と抑制費用

企業j の生成する公害の総非価値は I:rt Dりで

あるが
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".. 潺tJ ",; pdDtj=手rt v礑
j
dF1 

θDtJ 澁i 
= 1:: 1:: r 一一s p a aFjBtyjfp 

が成立する.この右辺の項は企業 j の資源p に関

する社会的限界費用であって，上式は生成する公

害の総非価値が価格に転嫁する社会的費用と同値

となることを示している.

一方， 公害抑制の総費用は 1::1:: opvtjαp で与え

られるが，式(5) より

漓tJ , " 1:: 1:: opdvtJap = 1:: 1:: rt 訂Y:-dvtJap=1::rtdAtj 
t P t P υ VV"ap 

となり，抑制総費用は除去する公害の価値と等し

いことを示している.

AtJ=Dげであれば，抑制総費用と公害の総非価

値は等しくなる.すべてのj について AtJ→DtJ

であればれ→ O となり，これは環境が自由財とな

ることを意味し，公害問題は解決されたことにな

る.自然浄化力がある場合にもれ→ O となる.

上述のモデルでは，完全競争を仮定して私的企

業が白から環境制御を行なう場合には，消費者の

負担でパレートオプティマムが達成されることを

示した.これに対して，公的負担のもとで環境制

御を行なうモテールも同様に論ずることができる.

中間製品の存在する場合にも拡張できる.本研究

は大蔵省関税局の吉田和男氏に負うところが大で

あり，同氏に深謝する次第である.
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大気汚染の予測と制御
一-APMS鹿島実験システムについて一一

横山長之・桝井 隆・池田 克・三沢 樽

1.概要

APMS (大気汚染予測制御システム)は大規模

工業コンビナートにおいて，硫黄酸化物の環境濃

度，排出量，関連気象条件などの常時監視を行な

い，統計的モテツレ・物理的モテールなどの科学的手

法により 1-3 時間先の硫黄酸化物濃度を即時

に予測し，発生源である工場，事業場などに硫黄

酸化物排出量の削減を指示できるオンライン汚染

予測制御システムである.

1976 年 1 月号

APMSの開発は，通商産業省の指導のもとに，

財団法人機械振興協会が，日本自転車振興会から

機械工業振興資金の交付を受け，昭和46年度から

推進しているプロジェクトである.開発にあたっ

ては，坂上治郎お茶の水女子大学教授を委員長と

し，学識経験者，官民研究員により構成される，

APMS 拡散研究クーループが組織された.

拡散研究グループは野外実験班，気象予測班，

拡散計算班，システム班の 4 班にわかれて，野外

拡散・気象観測実験による拡散および局地気象現
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